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1. 概要

本資料は，再処理施設の設計基準対象施設に対する耐震計算書のうち，

竜巻防護対策設備の耐震性について補足説明をするものである。  

また，本資料は第１回申請（令和２年 12 月 24 日申請）のうち，以下に

示す添付書類の補足説明に該当するものである。 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ-２-１-４-２ 波及的影響を及ぼすおそれ

のある下位クラス施設の耐震性についての計算書」

2. 設計方針

竜巻防護対策設備は，竜巻により生じる飛来物が竜巻防護対象施設に衝

突することを防止する機能を有しており，防護ネットを主体とする設備又

は防護板を主体とする設備の２種類がある。竜巻防護対策設備は，主要構

造部材である支持架構に防護ネットまたは防護板が設置されている構造と

なっている。各竜巻防護対策設備（以下，各設備という。）の構造概要に

ついては別紙にて示す。 

竜巻防護対策設備の耐震設計に当たっては，添付書類「Ⅳ-２-１-４-１ 

波及的影響を及ぼす恐れのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，

上位クラス施設である竜巻防護対象施設へ波及的影響を与えない設計方針

とし，同書「３.１.４ 建屋外における下位クラス施設の損傷，転倒及び

落下の観点」より，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に

伴う損傷により，竜巻防護対象施設に衝突して波及的影響を及ぼすおそれ

が否定できないため，竜巻防護対策設備の主要構造部材の評価を実施する。 

竜巻防護対策設備の耐震設計においては，竜巻防護対象設備への波及的

影響評価の観点から，設計上の評価部位を選定する。各設備における評価

部位の選定結果は別紙にて示す。 

3. 考慮すべき荷重及び荷重の組合せの設定

3.1 耐震評価において考慮すべき荷重 

 添付書類「Ⅳ-１-１ 耐震設計の基本方針」に基づき，以下のとおり

考慮すべき荷重を設定する。 

ａ．固定荷重（D） 

固定荷重は，持続的に生じる荷重である自重（支持架構（耐火被覆重

量を含む）防護ネット，防護板，取付金物等）とする。 

b．積雪荷重（LS）

積雪荷重は，六ヶ所村統計書における観測記録上の極値190cmに，「建築

基準法施行令」第八十六条に基づいた建築基準法の多雪区域における積

雪の単位荷重と，地震荷重の組合せを適用して，平均的な積雪荷重を与え

るための係数0.35を考慮した荷重とする。積雪荷重の設定範囲は，各設備

の投影面積に基づき設定する。 

c．地震荷重（Ss）
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地震荷重は，基準地震動 Ss または 1.2Ss による地震荷重とし，添付書

類「Ⅳ１-１ 耐震設計の基本方針」の「４.設計用地震力」に基づき動的

地震力を算定する。 

各設備における地震荷重の算定方法の詳細については，別紙にて示す。 

 

d．風荷重（WL） 

風荷重は，建築基準法施行令に基づく平成 12 年建設省告示第 1454 号に

定められた六ヶ所村の基準風速である 34m／s とする。風荷重の算定にあ

たっては，以下の式に基づき設定する。風力係数等の施設の形状により異

なる値及び受圧範囲については，各設備にて設定する。 

 

  Ww ＝ q・Cf・A 

     ここで， 

      q ＝ 0.6・E’・VO
2 

      E’＝Er
2・ Gf 

      Er ＝ 1.7・（H/ZG）α   ・・・(H > Zb より) 

 

（記号の説明） 

Ww ： 短期風荷重（N） 

ｑ ： 速度圧（N/m2）  

Cf ：  風力係数 

A ： 受圧面積 

E’  ： 速度圧の高さ方向の分布を示す係数（平12建告第1454号によ

る） 

Er ：  平均風速の高さ方向の分布係数 

Gf ：  ガスト影響係数（Gf＝ 1） 

V0 ：  その地方における基準風速（平12建告第1454号により，34

［m/s］） 

H ： 建築物の高さと軒の高さとの平均（m） 

Zb ：  地表面粗度区分に応じたパラメータ（Zb＝ 5[m]）  

ZG ：  地表面粗度区分に応じたパラメータ（ZG＝ 350[m]）  

α  ： 地表面粗度区分に応じたパラメータ（α＝0.15）  

 

 

 

 

  

4



3 
 

3.2 荷重の組合せ 

竜巻防護対策設備の荷重の組み合わせにおける設計方針は，添付書類

「Ⅳ-２-１-４-１ 波及的影響を及ぼす恐れのある下位クラス施設の耐

震評価方針」に基づき，耐震設計上考慮すべき荷重について策定する。

竜巻防護対策設備は屋外に設置される施設であるため，以下のとおり地

震荷重に積雪荷重および風荷重を組み合わせる。 

 

D + 0.35Ls + Ss + WL 

Ｄ：固定荷重 

Ls：積雪荷重 

Ss：地震荷重 

WL：風荷重 

 

4. 地震応答解析 

  竜巻防護設備の動的解析に当たっては，添付書類「Ⅳ-１-１ 耐震設計

の基本方針」に基づき，施設の剛性，形状，構造特性，振動特性，減衰特

性を十分に考慮し，適切なモデルに置換した解析モデルを設定する。 

竜巻防護対策設備の地震応答解析モデルは，地盤及び構造物の地震時に

おける挙動の程度に応じて，その相互作用の影響を考慮する。動的解析法

は JEAG4601 に基づき実施することを基本とし，時刻歴応答解析法又は応

答スペクトルモーダル解析法を用いることとする。 

  各設備における地震応答解析の詳細については，別紙にて示す。 

 

5. 許容限界の設定 

許容限界は，添付資料「Ⅳ-２-１-４-１ 波及的影響を及ぼすおそれの

ある下位クラス施設の耐震評価方針」のに基づき，終局耐力を許容限界と

する。終局耐力としては，「建築基準法 政令第 96 条」及び「平成 13 年国

土交通告示第 1024 号」に準拠し，設定した値を用いる。 
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6. まとめ 

  竜巻防護対策設備の耐震評価方針について，第６-１表にまとめを示す。 

 

第６-１表 竜巻防護対策設備の耐震評価方針 

分類 
設計対象 

竜巻防護対策設備 
竜巻防護対象施設 耐震評価部位 設計用地震動 

荷重の種類及び 

荷重の組合せ 
許容限界設定の考え方 

竜
巻
防
護
対
策
設
備 

安全冷却水Ｂ冷却塔 

飛来物防護ネット 
安全冷却水Ｂ冷却塔 支持架構 Ｓｓ Ｄ＋ＬＳ＋Ｓｓ＋ＷＬ 

「建築基準法 政令第 96 条」及び「平

１３国交告第 1024 号」に準拠した値を

適用する。 

    

 

 

 

記号の説明 
Ｄ  ：固定荷重 

ＬＳ   ：積雪荷重 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震力 

ＷＬ ：風荷重 

 

 

 

他の竜巻防護対策設備については，後次回申請にて示す。 
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1. 概要 

本資料は，以下の資料を補足説明するものである。 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ-２-１-４-２-１ 安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来物防護ネッ

トの計算書」 

 

2. 構造概要及び評価フロー 

2.1 構造概要 

   安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット（以下，「飛来物防護ネット」という。）は，

竜巻により生じる飛来物が安全冷却水Ｂ冷却塔に衝突することを防止する機能を有して

おり防護ネット，防護板及びそれらを支持する支持架構で構成される。 

飛来物防護ネットの概要図を第２-１図に示す。 

 

 

 

  

 

第２-１図 飛来物防護ネット 概要図 

 

 

 

 

 

 

 

防護板 

大はり 

⽔平ブレース 

柱 

トラス柱 

⼩はり 

防護ネット 
座屈拘束ブレース 

鉛直ブレース 
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2.2 評価フロー 

飛来物防護ネットの耐震評価フローを第２-２図に示す。 

 

 
 

第２-２図 飛来物防護ネットの耐震評価フロー 

荷重及び荷重の組合せの設定 

応力解析 

評価モデルの設定 

設定する許容限界との比較 

地震荷重 

（水平方向） 

地震荷重 

（鉛直方向） 

地震荷重 

評価対象部位の選定  

自然現象の荷重 

許容限界の設定 

評価終了 

評価開始 

基準地震動 Ss 

入力地震動 

地震応答解析 固有値解析(三次元フレーム) 
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3. 評価対象部位の選定 

飛来物防護ネットの上部構造（支持架構，防護ネット，防護板）について，評価対象部

位を以下のとおり選定する。基礎評価については，別添１にて評価結果を示す。 

（１）評価部位の選定理由 

飛来物防護ネットの耐震評価における評価部位について，以下のとおり整理する。 

 

a. 支持架構 

支持架構は，柱，はり（大はり，小はり），トラス柱，鉛直ブレース，水平ブレース，

座屈拘束ブレースにより構成される。支持架構は，Ss 地震時に安全冷却水Ｂ冷却塔へ

波及的影響を防止する観点から，支持機能を担保する必要があるため，評価対象部位と

する。ただし，座屈拘束ブレースについては，設計上塑性変形を許容する設計であり，

十分に変形能力を有することからあることから，評価対象外とする。座屈拘束ブレース

の詳細については，「10. 座屈拘束ブレースについて」にて説明する。 

 

b. 防護ネット及び防護板 

防護ネット及び防護板は，支持架構に支持されているが，耐震評価において作用する

荷重は，竜巻による飛来物衝突荷重に包絡されるため，評価対象外とする。 

荷重の包絡性については，別添２にて詳細を説明する。 

 

ｃ. まとめ 

飛来物防護ネット 評価対象部位の選定結果を第３-１表に示す。 
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第３-１表 飛来物防護ネット 評価対象部位の選定結果 

機器 部位 評価対象 評価対象部位選定理由 

支持架構 

柱 

〇 
安全冷却水Ｂ冷却塔への波及的影響を

防止するため，評価対象とする。 

はり（大はり，小はり） 

トラス柱

鉛直ブレース 

水平ブレース 

座屈拘束ブレース － 

設計上塑性変形を許容する設計であ

り，十分な変形能力を有することから，

評価対象外とする。 

防護ネット － － 
支持架構が健全であれば安全冷却水Ｂ

冷却塔への波及的影響はないため，対

象外とする。また，耐震評価において作

用する荷重は，飛来物衝突荷重に包絡

されるため，評価対象外とする。 

防護板 － － 

＜凡例＞〇：評価対象部位，―：評価対象外部位 
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（２）評価対象部位の主な構成部材及び応力の種類 

飛来物防護ネットの耐震評価における評価部位の主な構成部材及び考慮する応力

の種類について第３-２表に示す。 

 

第３-２表 評価対象部位の主な構成部材及び考慮する応力の種類 

評価対象 部位 
主な構成部材 

応力の種類 
材質 寸法 

支持架構 

柱 

G385B □500×500×32 

引張 

圧縮 

せん断 

曲げ 

組合せ 

（引張+曲げ） 

組合せ 

（圧縮+曲げ） 

BCP325 □500×500×28 

SN490B H400×400×13×21 

はり（大は

り） 

SN490B H428×407×20×35 

SN490B H414×405×18×28 

SN490B H400×400×13×21 

はり（小は

り） 

SN490B H400×400×13×21 

SN490B H390×300×10×16 

トラス柱 

SN490B H400×400×13×21 

SN490B H390×300×10×16 

SN490B H300×300×10×15 

鉛直ブレース 

SN490B H350×350×12×19 

SN490B H300×300×10×15 

SN490B H250×250×9×14 

SN490B H200×200×8×12 

水平ブレース 
SN490B H300×300×10×15 

SN490B H250×250×9×14 
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4.考慮すべき荷重及び荷重の組み合わせの設定 

4.1 耐震評価において考慮すべき荷重 

  添付書類「Ⅳ-２-１-４-１ 波及的影響を及ぼす恐れのある下位クラス施設の耐震評

価方針」に基づき，以下のとおり考慮すべき荷重を設定する。 

ａ．固定荷重（D） 

固定荷重は，持続的に生じる荷重である自重（支持架構（耐火被覆重量を含

む），防護ネット，防護板，取付金物等）とする。 

 

ｂ．積雪荷重（LS） 

積雪荷重は，六ヶ所村統計書における観測記録上の極値190cmに，「建築基準法施行

令」第八十六条に基づいた建築基準法の多雪区域における積雪の単位荷重と，地震荷

重の組合せを適用して，平均的な積雪荷重を与えるための係数0.35を考慮した荷重と

する。 

 

ｃ．地震荷重（Ss） 

地震荷重は，基準地震動 Ss による地震荷重とする。地震荷重の算定方法について

は「６. 地震荷重の算定」にて説明する。 

 

ｄ．風荷重（WL） 

風荷重は，建築基準法施行令に基づく平成 12 年建設省告示第 1454 号に定められ

た，六ヶ所村の基準風速である 34m／s とする。飛来物防護ネットの風荷重の算定に

おける風力係数の選定及び受圧範囲については，補足説明資料「外竜巻 08：竜巻へ

の配慮が必要な施設の強度計算書に関する風力係数について」と同様の考え方により

設定する。 

 

4.2 荷重の組み合わせ 

飛来物防護ネットは屋外に設置される機器であるため，以下のとおり地震荷重に

積雪荷重および風荷重を組み合わせる。 

 

D + 0.35Ls + Ss + WL 

G ：固定荷重 

Ls：積雪荷重 

Ss：地震荷重 

WL：風荷重 
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5. 入力地震動 

入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動から，一次元波動論により以下の

ように求める。 

本敷地の解放基盤表面は，T.M.S.L.-70.0 [m]に想定されていることから，解放基盤位

置（T.M.S.L.-70.0 [m]）に基準地震動を入力して求めた基礎下端位置(T.M.S.L.52.3 [m])

における応答波を地震応答解析モデルへの入力地震動とする。基礎下端から解放基盤ま

での改良地盤及び支持層(中央地盤)の地盤物性値を第５-１表に示す。なお，標高 37.0m

～-70.0m の物性値については，補足説明資料「耐震建物 08 地盤の支持性能に係る基本

方針に関する地震応答解析における地盤モデル及び物性値の設定について」の「第 4.1-5

表」にて示した物性値を用いる。また，標高 52.3m～37.0m については，改良地盤の物性

値を示すが，物性値の設定については別添３に示す。 

 

第５-１表 地盤物性値 (改良地盤・岩盤 基本ケース) 

標  高 

T.M.S.L [m] 

単位体積 

重  量 

 
[kN/m3] 

S 波速度 

 

VSO 

[m/s] 

P 波速度 

 

VPO 

[m/s] 

減衰 

定数 

h 

[%] 

 

52.3 

37.0 

22.0 

4.0 

 

 

 

解放基盤表面 

▼-70.0 

 

    

3.0 

 16.7 910 1,960 

 18.2 760 1,910 

 18.2 800 1,950 

 17.8 820 1,950 

 17.0 820 1,950 

 

 

 

  

t
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6.  地震荷重の算定 

6.1 地震応答解析モデル 

（１）水平応答解析 

飛来物防護ネットの水平方向の地震荷重の算出に用いる地震応答解析モデル及び

手法を第６-１表に示し，解析モデル図を第６-１図に示す。 

飛来物防護ネットは，堅固な地盤に支持されており，地盤と比べて質量や剛性が小

さく，地盤との相互作用の影響が小さいため，基礎固定とする。地上部架構は座屈

拘束ブレースとそれ以外のラーメン構造フレーム（以下，フレーム）を並列に配置

したモデルとする。また，フレーム部分は弾性とし，座屈拘束ブレース部分はバイ

リニア型の履歴特性を定義する。各質点は曲げ・せん断変形要素で連結する。下図

で示す要素 11，21，31，41 はフレーム部分，要素 121，131，141 は座屈拘束ブレー

ス部分を示す。 

解析モデルの諸元は，添付資料「Ⅳ-２-１-4-２-１ 安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来

物防護ネットの計算書」の「第 3.5-1 表，第 3.5-2 表，第 3.5-3 表，第 3.5-4 表」

に示した。 

 

第６-１表 飛来物防護ネットの地震応答解析モデル及び手法 

項目 内容 詳細 備考 

飛来物防護ネットの

地震応答解析モデル 

モデル 質点系モデル  

材料物性 
・縦弾性係数：205000MPa 

・ポアソン比：0.3 
(１) 

減衰定数 ２% (２) 

解析コード TDAPⅢ  

（１）鋼構造設計規準に基づき設定 

(２)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1987（（社）日本電気協会）の記載に基づき設定 
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第６-１図 飛来物防護ネットの地震応答解析モデル 

 

（２）鉛直応答解析（固有値解析） 

飛来物防護ネットの鉛直方向の固有値解析に用いる三次元フレームモデル及び

手法を第６-２表に示し，解析モデル図を第６-２図に示す。 

飛来物防護ネットの支持架構は，トラス屋根部分が長さ 43.3m，幅 36.0m と大き

いため，トラス屋根の上下挙動が卓越するモードが鉛直地震荷重として大きく影響

する。しかし，水平応答解析モデルは，このトラス屋根を剛体としてモデル化する

ため，トラス屋根の上下挙動が考慮されない。このため，鉛直地震荷重の算定にお

いてはこの挙動を考慮するため，三次元フレームモデルによる固有値と入力地震動

の応答スペクトルから，応力解析モデルに入力する鉛直地震荷重を設定する。 

飛来物防護ネットの固有値解析結果を第６-３表に示す。固有値解析結果から，

飛来物防護ネットのトラス部分の鉛直方向に卓越する固有周期は 0.244 秒とした。 

 

第６-２表 飛来物防護ネットの固有値解析に用いる三次元フレームモデル及び手法 

項目 内容 詳細 備考 

飛来物防護ネットの

固有値解析モデル 

モデル 三次元フレームモデル  

材料物性 
・縦弾性係数：205000MPa 

・ポアソン比：0.3 
(１) 

減衰定数 ２% (２) 

解析コード midas iGen  

(１)鋼構造設計規準に基づき設定 

(２)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1987（（社）日本電気協会）の記載に基づき設定 

曲げ・せん断変形要素 注記 1：○数字は質点番号を⽰す。 
注記 2：□数字は要素番号を⽰す。 
注記 3 : 基礎上端(T.P.55.30[m])を 
     固定点とし節点番号は 5 と 
     する。 
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第６-３表 飛来物防護ネットの固有値解析結果 

UD方向 

次数 
固有周期 

[ｓ] 

固有振動数 

[Hz] 
刺激係数 

1 0.463 2.16 0.028 

2 0.458 2.18 -0.017 

3 0.314 3.19 -0.025 

4 0.256 3.90 0.432 

5 0.244 4.09 19.423 

6 0.194 5.15 -3.434 

7 0.192 5.21 1.038 

8 0.189 5.30 0.884 

178 0.050 19.99 -1.426 

179 0.050 20.06 -0.778 
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第６-２図 飛来物防護ネットの三次元フレームモデル 
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6.2 地震荷重 

（１）水平地震荷重 

地震応答解析結果における各層の最大応答せん断力は,フレーム部分と座屈拘束

ブレース部分が同時刻に負担するせん断力を足し合わせたものである。 

添付書類「Ⅳ-２-１-4-２-１ 安全冷却水Ｂ冷却塔飛来物防護ネットの計算書」に

示す地震応答解析結果より，各層において最大応答せん断力が発生している地震動

は Ss-C1(H）となるため，水平方向の設計用地震力には Ss-C1(H）の最大応答せん断

力を用いる。 

 

（２）鉛直地震荷重 

鉛直方向の設計用地震力には，水平地震荷重にて選定した Ss-C1 を用いる。 

なお，その他の基準地震動 Ss に対する応力評価結果が，Ss-C1 による評価結果を

上回らないことを確認している。 

三次元フレームモデルにおける，トラス屋根の上下動が卓越モードを第６-３図に

示す。このモードの固有周期 0.244 [s]から Ss-C1(V）における鉛直地震荷重（震度）

を 0.8 [G]に設定する。Ss-C1（v）の加速度時刻歴及び加速度応答スペクトルを第６

-４図に示す。 

 

 

 

第６-３図 三次元フレームモデルにおけるトラス屋根の上下動卓越モード 

 

 

 

 

固有周期:0.244[s] 
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(a) 加速度時刻歴

(b) 加速度応答スペクトル

第６-４図 Ss-C1（v）の加速度時刻歴及び加速度応答スペクトル 

（３）地震荷重の組合せ

水平地震荷重及び鉛直地震荷重の組み合わせについては，組み合わせ係数法を適

用する。 

組合せ係数法の適用性についての説明は，補足説明資料「耐震建物 28 竜巻防護

対策設備の組合せ係数法の適用について」にて説明する。 
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7. 応力解析における評価モデルの設定 

飛来物防護ネット応力解析に用いる三次元フレームモデル及び手法を第７-１表に

示す。 

なお，応力解析モデルは，4.1 項（２）で示した三次元フレームモデルと同様の解析

モデルを用いる。 

第７-１表 飛来物防護ネットの応力解析モデル及び手法 

項目 内容 詳細 備考 

解析手法 
地震荷重及びその他考慮すべき荷重を三次元フレームモデルに

入力し，応力解析を実施 
－ 

解析コード midas iGen － 

モデル 

材料物性 
・縦弾性係数：205000MPa 

・ポアソン比：0.3 

鋼構造設計

規準に基づ

き設定 

要素種別 はり要素 － 

境界条件 基礎下端 － 

荷重の組合せ 

D + 0.35Ls + Ss + W 

D：固定荷重 

Ls：積雪荷重 

Ss：地震荷重 

W：風荷重 

4.2 参照 

荷重の 

設定 

固定荷重 
支持架構（耐火被覆重量を含む），防護ネット，防護板， 

取付金物等 
4.1 参照 

積雪荷重 
飛来物防護ネット上部の積雪荷重を考慮する。 

なお，係数は 0.35 とする。 
4.1 参照 

地震荷重 

(１) 水平地震荷重 

質点系モデルによる地震応答解析により得られた水平方向の応

答せん断力を入力する。 

(２) 鉛直地震荷重 

鉛直応答スペクトルと固有値より得られた鉛直震度を三次元フ

レームモデルに入力する。 

6.2 参照 

風荷重 風荷重を節点荷重として入力 4.1 参照 

評価方法 
地震荷重及びその他考慮すべき荷重による発生応力が部材の許

容応力（基準強度を 1.1 倍した値）を超えないことを確認。 
8．参照 
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8. 許容限界の設定

許容限界は，添付資料「Ⅳ-２-１-４-１ 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス

施設の耐震評価方針」の「３.５許容限界」に基づき，終局耐力を許容限界とする。 

終局耐力としては，「平成 12 年国土交通告示 第 2464 号告示 第３」の規定を準用し

て，短期許容応力度における基準強度を 1.1 倍した値を適用する。 

許容応力度は，「建築基準法告示」及び「「鋼構造設計規準」(1973 改定)(日本建築学会)」

に基づくものとし，応力度比は 1.0 以下とする。 

使用材料の許容限界を第８-１表に示す。 

第８-１表 各使用材料の許容限界 

使用材料 基準強度（MPa） 許容限界 

SN490B 
325 

短期許容応力度におい

て基準強度を 1.1 倍し

た値 

BCP325 

G385 325(注) 

注：G385 の基準強度は 385MPa であるが，保守的に 325MPa として評価を行う。 
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9. 評価結果 

飛来物防護ネットの基準地震動 Ss による検討を実施し，評価が成立することを確認 

した。評価結果は添付書類「Ⅳ-２-１-４-２-１ 安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来物防護ネッ

トの計算書」に示す。 

 従って，基準地震動 Ss により，飛来物防護ネットが安全冷却水Ｂ冷却塔に波及的影響

を与えないことを確認した。 
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10.  座屈拘束ブレースについて 

10.1 座屈拘束ブレースの概要と特徴 

 座屈拘束ブレースは，ブレース材として働く中心鋼材を鋼管とコンクリート（モルタル）

で拘束し，座屈させずに安定的に塑性化するようにしたブレースである。中心鋼材とコン

クリートの間には特殊な緩衝材（アンボンド材）を用いることにより，座屈拘束材（鋼管

とコンクリート）には軸力が加わらない機構になっている。この組合せにより，引張・圧

縮ともに同性状の安定した履歴特性を持つ制振ダンパー・耐震部材として使用できる。 

 座屈拘束ブレースは，一般的な炭素鋼鋼材及びモルタルから構成されており，支持架構

の他部材と同様，定期的な点検及び補修を行う方針である。座屈拘束ブレースの構成を第

10-１図に示し，座屈拘束ブレースの性能を第 10-２図に示す。 

 

 

第 10-１図 座屈拘束ブレースの構成 

 

 

第 10-２図 座屈拘束ブレースの性能

座屈拘束ブレース 座屈拘束材 中心鋼材 

座屈拘束ブレース 従来のブレース 
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10.2 座屈拘束ブレースの仕様 

  座屈拘束ブレースは中心鋼材の種類によって，耐震タイプと制振タイプに分類されて

おり，本設備においては中心鋼材に低降伏点鋼（LYP225）を使用した制振タイプを用いる。 

  座屈拘束ブレースの解析モデルは，圧縮・引張とも同性状のバイリニアモデルとし,第

10-３図に示す。 

  また，座屈拘束ブレースについては，日本建築センターに一般評定の申込みを行い，審

議を受けた結果，妥当なものと評定されている。評定書の件名は「制振用アンボンドブレ

ース」（ＢＣＪ評定－ST0126－05）であり，この評定書からエネルギー吸収部材として一

般評定で認められている。当図を，第 10-４図に示す。 

 

 

 

第 10-３図 座屈拘束ブレースの復元力モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

δy：座屈拘束ブレースの降伏変位 

K1：座屈拘束ブレースの弾性剛性，=E･AC/L 

K2：座屈拘束ブレースの二次剛性，=0～0.02K1 

Ｅ：弾性係数 

σy：降伏管理幅の中間値，=225N/㎟（BT－LYP225 の場合） 

AC：座屈拘束ブレース芯材の断面積 

L：柱・はり芯々間長さ 
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第 10-４図 評定書 
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10.3 座屈拘束ブレースの設置状況 

  支持架構に設置する座屈拘束ブレースの状況を第 10-５図に示す。 

 

 

 

第 10-５図 座屈拘束ブレースの設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

30



21 
 

10.4 座屈拘束ブレース採用の経緯 

支持架構の発生応力が過大にならないようにする目的で，制振効果のある座屈拘束ブ

レースを採用した。 

 座屈拘束ブレースの設計にあたっては，風荷重や小地震に対して弾性範囲内で機能し，

Ss，Sd 地震動等の大地震時においては，座屈拘束ブレースの中心鋼材が塑性化して，変

形を増大させつつ効果的にエネルギーを吸収する設計としている。 
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1. 概 要  

本 資 料 は ，安 全 冷 却 水 B冷 却 塔 飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎（ 以 下 ，「 飛 来

物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 」と い う 。）の 機 能 維 持 の 確 認 に つ い て 説 明 す る も の

で あ る 。  

 

2. 基 本 方 針  

2.1  位 置  

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 設 置 位 置 を 第 ２ -１ 図 に 示 す 。  

  

第 ２ -１ 図  飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 設 置 位 置  

 

  

飛 来 物 防 護 ネ
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2.2  構 造 概 要  

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト は ， 安 全 冷 却 水 Ｂ 冷 却 塔 を 竜 巻 に よ る 飛 来 物 か

ら 防 護 す る た め に 防 護 ネ ッ ト ， 防 護 板 で 覆 う も の で あ り ， 防 護 ネ ッ

ト ，防 護 板 と そ れ を 支 え る 支 持 架 構（ 以 下 ，「 上 部 構 造 」と い う 。）

に よ っ て 構 成 さ れ る 。飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 は ，上 部 構 造 を 支 持 す る

た め の 構 築 物 で あ る 。  

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 構 造 は ， 平 面 規 模 は m(NS) ×

m(EW)の 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 で あ り ，場 所 打 ち コ ン ク リ ー ト 杭 で

杭 直 径 1.0m×112 本 及 び 杭 直 径 1.5m×1 本 の 全 113 本 に て 支 持 さ れ ，

杭 長 16.8ｍ ～ 17.8ｍ の 杭 は ，支 持 岩 盤 で あ る 鷹 架 層 に 打 ち 込 ま れ る 。

ま た ， 杭 周 辺 の 表 層 地 盤 は ， 基 礎 下 位 置 か ら 支 持 岩 盤 ま で の 範 囲 が

地 盤 改 良 さ れ る 。  

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 平 面 図 を 第 ２ -２ 図 に ， 断 面 図 を 第 ２ -３

図 に ， 杭 リ ス ト を 第 ２ -１ 表 に 示 す 。  

  

35



 

3 

 

第 ２ -１ 表  杭 リ ス ト  

記 号  符 号  杭 径 (mm) 杭 長  本 数  

 P1 φ 1000 16.8m 108 

 P1A φ 1000 17.8m 4 

 P2 φ 1500 16.8m 1 

合 計  113 

 

 

注 記 ： 構 築 物 寸 法 は ， 基 礎 外 縁 押 え と す る 。  

 

第 ２ -２ 図  基 礎 ・ 杭 配 置 図 （ 単 位 ： m）  
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Ａ -Ａ 断 面 図 （ NS 方 向 ）  

 

Ｂ -Ｂ 断 面 図 （ EW 方 向 ）  

 

第 ２ -３ 図  躯 体 形 状 図 （ 単 位 ： m）  
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2.3  評 価 方 針  

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 評 価 に お い て は ，基 準 地 震 動 Ss に よ る 地

震 力 に 対 す る 評 価 （ 以 下 ， 「 Ss 地 震 時 に 対 す る 評 価 」 と い う 。 ） を

行 う こ と と し ，そ の 評 価 は 添 付 書 類「 Ⅳ -２ -１ -４ -２ -１  安 全 冷 却

水 Ｂ 冷 却 塔  飛 来 物 防 護 ネ ッ ト の 計 算 書 」 の 結 果 を 踏 ま え た も の と

す る 。  

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 評 価 は ， 応 力 解 析 に よ り 断 面 等 の 評 価 を

行 う こ と で ， 飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 構 造 強 度 及 び 機 能 維 持 の 確 認

を 行 う 。 評 価 に あ た っ て は 地 盤 物 性 の ば ら つ き を 考 慮 す る 。  

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 評 価 フ ロ ー を 第 ２ -４ 図 に 示 す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*：添 付 書 類「 Ⅳ -２ -１ -４ -２ -１  安 全 冷 却 水 B冷 却 塔  飛 来 物 防 護 ネ

ッ ト の 計 算 書 」 の 結 果 を 踏 ま え て 行 う 。  

 

第 ２ -４ 図  飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 評 価 フ ロ ー  

応 力 計 算 に よ る 評 価  

杭 断 面 等 の 評 価  

■ 機 能 維 持 の 確 認  

 [支 持 機 能 の 維 持 ] 

基 礎  

評 価 終 了  

応 力 解 析 に よ る 評 価 * 

評 価 開 始  

基 本 方 針  

基 礎 断 面 の 評 価  

■ 機 能 維 持 の 確 認  

 [支 持 機 能 の 維 持 ] 

杭  
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2.4  適 用 規 格 ・ 基 準 等

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 評 価 に お い て ， 適 用 す る 規 格 ・ 基 準 等 を 以

下 に 示 す 。  

・ 建 築 基 準 法 ・ 同 施 行 令 ・ 同 告 示

・ 日 本 工 業 規 格

・建 築 基 礎 構 造 設 計 指 針（ (社 )日 本 建 築 学 会 、2001）（ 以 下 ，「 基 礎

指 針 」 と い う 。 ）

・ 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 構 造 計 算 規 準 ・ 同 解 説  -許 容 応 力 度 設 計 法 -

（ (社 )日 本 建 築 学 会 ， 1999） （ 以 下 ， 「 RC規 準 」 と い う 。 ）

・原 子 力 施 設 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 構 造 計 算 規 準・同 解 説（ (社 )日 本 建 築

学 会 ， 2005）

（ 以 下 ， 「 RC-N規 準 」 と い う 。 ）

・原 子 力 発 電 所 耐 震 設 計 技 術 指 針 JEAG4601-1987（ (社 )日 本 電 気 協

会 ）

・ 原 子 力 発 電 所 耐 震 設 計 技 術 指 針 重 要 度 分 類 ・ 許 容 応 力 度 編

JEAG4601・ 補 -1984

（ (社 )日 本 電 気 協 会 ）

・原 子 力 発 電 所 耐 震 設 計 技 術 指 針  JEAG4601-1991 追 補 版（ (社 )日

本 電 気 協 会 ）

（ 以 下 ， 「 JEAG4601」 と 記 載 し て い る も の は 上 記 3指 針 を 指 す 。 ） 
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3. 評 価 方 法

3.1  評 価 対 象 部 位 及 び 評 価 方 針

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 応 力 解 析 に よ る 評 価 部 位 は 基 礎 及 び 杭 と

す る 。 Ss 地 震 時 に 対 し て 以 下 の 方 針 に 基 づ き 評 価 を 行 う 。 評 価 フ

ロ ー を 第 ３ -１ 図 に 示 す 。

Ss 地 震 時 の 評 価 は ， 添 付 書 類 「 Ⅳ -２ -１ -４ -２ -１  安 全 冷 却 水

Ｂ 冷 却 塔  飛 来 物 防 護 ネ ッ ト の 計 算 書 」 よ り 得 ら れ る 上 部 構 造 か ら

基 礎 へ 作 用 す る 荷 重 を 用 い て ， 基 礎 に 作 用 す る 荷 重 を 適 切 に 組 合 せ

評 価 す る 。 ま た ， 地 震 荷 重 の 設 定 に お い て は ， 地 盤 物 性 の ば ら つ き

を 考 慮 す る 。  

基 礎 の 応 力 解 析 に よ る 評 価 は ， 有 限 要 素 法 モ デ ル （ 以 下 ， 「 FEM

モ デ ル 」 と い う 。 ） を 用 い た 弾 性 応 力 解 析 に よ り 行 う こ と と し ， 断

面 に 生 じ る 応 力 を 算 定 し 、 発 生 す る 応 力 が ， 「 RC-N 規 準 」 に 基 づ

く 許 容 限 界 を 超 え な い こ と を 確 認 す る 。  

杭 の 応 力 計 算 に よ る 評 価 は ，上 記 FEMモ デ ル の 応 力 解 析 結 果 を 用 い て

行 う こ と と し ， 上 部 構 造 か ら の 荷 重 を 各 杭 に 分 配 し ， 断 面 に 作 用 す

る 応 力 及 び 発 生 す る 支 持 力 ，引 抜 力 が ，「 基 礎 指 針 」に 基 づ く 許 容 限

界 を 超 え な い こ と を 確 認 す る 。  
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第 ３ -１ 図  応 力 解 析 に よ る 基 礎 評 価 フ ロ ー  

 

  

[杭 ] 

条 件 の 設 定  

基 礎 断 面 の 評 価  杭 断 面 等 の 評 価  

評 価 開 始  

添 付 書 類 「 Ⅳ -２ -１ -４ -２ -１  安 全 冷 却 水 Ｂ 冷 却 塔  

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト の 計 算 書 」  

評 価 終 了  

そ の 他 の 荷 重  

Ss 地 震 時 の 応 力 評 価  

荷 重 の 組 合 せ  

[基 礎 ] 

解 析 モ デ ル 及 び 諸 元 の 設 定  

許 容 限 界 の 設 定  

上 部 構 造 か ら 作 用 す る

荷 重  

Ss 地 震 時 の 応 力 評 価  
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3.2 荷 重 及 び 荷 重 の 組 合 せ  

3.2.1 荷 重  

(１ )  基 礎 に 考 慮 す る 荷 重  

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 評 価 に お い て 考 慮 す る 荷 重 を 第 ３ -１ 表

に 示 す 。  

 

第 ３ -１ 表  基 礎 に 考 慮 す る 荷 重  

荷 重 名 称  内 容  

固 定 荷 重 (DL) 構 造 物 の 自 重  

積 雪 荷 重 (SL) 

積 雪 量  190cm 

地 震 荷 重 と 組 み 合 わ せ る 場 合 は 0.35の 係 数 を 乗 じ た

値 と す る 。  

地 震 荷 重 (K) 地 盤 物 性 の ば ら つ き を 考 慮 し た 地 震 荷 重  

・上 部 構 造 か ら 作 用 す る 地 震 荷 重（ 上 部 構 造 の 柱 脚 応

力 ）  

・ 基 礎 に 作 用 す る 地 震 荷 重 （ 地 震 時 慣 性 力 ）  

風  荷  重 (WL) 建 築 基 準 法 施 行 令 第 87条 の 規 定 に よ る 風 荷 重  

・ 上 部 構 造 か ら 作 用 す る 風 荷 重 （ 上 部 構 造 の 柱 脚 応

力 ）  

 

(２ )  杭 に 考 慮 す る 荷 重  

杭 の 評 価 に は 基 礎 の 応 力 解 析 結 果 を 用 い る こ と と し ， 基 礎 底

面 に 発 生 す る せ ん 断 力 を 全 杭 で 負 担 し ， 杭 頭 位 置 で の 鉛 直 支 点

反 力 を 杭 の 鉛 直 軸 力 と し て 考 慮 す る 。 杭 に 考 慮 す る 荷 重 を 第 ３ -

２ 表 及 び 第 ３ -３ 表 に 示 す 。  

 

第 ３ -２ 表  杭 に 考 慮 す る 荷 重 （ 水 平 ）  

せ ん 断 力  NS 方 向  EW 方 向  

基 礎 底 面 (kN) 33660 31890 

P1、 P1A(kN/本 ) 293 277 

P2(kN/本 ) 941 891 

 

第 ３ -３ 表  杭 に 考 慮 す る 荷 重 （ 鉛 直 ）  

軸 力  上 方 向 （ 引 張 ）  下 方 向 （ 圧 縮 ）  

P1、 P1A(kN/本 ) 1005 2017 

P2(kN/本 ) 992 4313 
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3.2.2 荷 重 の 組 合 せ

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 評 価 に お い て 考 慮 す る 荷 重 の 組 合 せ を 第

３ -４ 表 に 示 す 。 地 震 荷 重 は 組 合 せ 係 数 法 に よ り 水 平 地 震 荷 重 （ KH）

及 び 鉛 直 地 震 荷 重 （ KV） を 考 慮 す る 。  

第 ３ -４ 表 荷 重 の 組 合 せ

組 合 せ 係 数 法 荷 重 の 組 合 せ

水 平 1.0、 鉛 直 0.4 DL＋ SL±1.0K H±0.4K V±WL 

水 平 0.4、 鉛 直 1.0 DL＋ SL±0.4K H±1.0K V±WL 
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3.3  許 容 限 界  

飛 来 物 防 護 ネ ッ ト 基 礎 の 許 容 限 界 は ， 第 ３ -５ 表 の と お り 設 定 す

る 。  

コ ン ク リ ー ト の 圧 縮 強 度 を 第 ３ -６ 表 に ， 鉄 筋 の 降 伏 強 度 を 第 ３ -７

表 に 示 す 。 杭 の 鉛 直 支 持 力 及 び 引 抜 抵 抗 力 の 許 容 限 界 に つ い て は ，

「 3.4.2 杭 の 評 価 法 」 に て 示 す 。  

 

第 ３ -５ 表  応 力 解 析 評 価 に お け る 基 礎 の 許 容 限 界  

要 求  

機 能  

機 能 設 計 上

の  

性 能 目 標  

地 震

力  
部 位  

機 能 維 持 の た

め の  

考 え 方  

許 容 限 界  

支 持  

機 能  

上 部 構 造 を

支 持 す る 機

能 を 損 な わ

な い こ と  

基 準  

地 震

動  

Ss 

基 礎  

部 材 に 生 じ る

応 力 が 支 持 機

能 を 維 持 す る

た め の 許 容 限

界 を 超 え な い

こ と を 確 認  

「 RC-N規 準 」  

に 基 づ く 終 局

強 度  

杭  

「 基 礎 指 針 」  

に 基 づ く 終 局

強 度  
地 盤  

杭 に 発 生 す る

支 持 力 及 び 引

抜 力 が 許 容 限

界 を 超 え な い

こ と を 確 認  

 

 

第 ３ -６ 表  コ ン ク リ ー ト の 圧 縮 強 度                

部 位  圧 縮 強 度 (N/mm 2) 

基 礎 （ Fc=24 N/mm 2）  24.0 

杭 （ Fc=27 N/mm 2）  27.0 

 

第 ３ -７ 表  鉄 筋 の 降 伏 強 度  

鉄 筋 種 類  降 伏 強 度 (N/mm 2) 

SD345 345 

注 記 ： 材 料 強 度 は 降 伏 強 度 を 1.1倍 し て 算 出 す る 。   
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3.4 評 価 方 法  

3.4.1 基 礎 の 評 価 法  

(１ ) 応 力 解 析  

基 礎 の 応 力 解 析 は ， FEM モ デ ル を 用 い た 弾 性 応 力 解 析 を 実 施

す る 。 解 析 に は ， 解 析 コ ー ド 「 midas iGen(ver.845)」 を 用 い

る 。  

基 礎 の モ デ ル 化 に お い て は ， シ ェ ル 要 素 に て モ デ ル 化 し ， 鉄

筋 コ ン ク リ ー ト と し て ， 第 ３ -８ 表 に 示 す 物 性 値 を 与 え る 。 ま

た ， 場 所 打 ち コ ン ク リ ー ト 杭 は 各 杭 位 置 で ピ ン 支 持 の 境 界 条 件 を

与 え る 。 解 析 モ デ ル を 第 ３ -２ 図 に 示 す 。  

こ の 解 析 モ デ ル に 対 し ， 先 に 定 め た 荷 重 に 対 す る 応 力 解 析 を

行 う 。  

 

第 ３ -８ 表 表  コ ン ク リ ー ト の 物 性 値  

設 計 基 準 強 度  

Fc(N/mm 2) 

ヤ ン グ 係 数  

Ec(N/mm 2) 

ポ ア ソ ン 比  

ν  

24 2.27×104 0.2 

 

第 ３ -２ 図  解 析 モ デ ル （ 単 位 ： mm）   
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(３ ) 基 礎 断 面 の 評 価 方 法  

 a. 軸 力 及 び 曲 げ モ ー メ ン ト に 対 す る 断 面 の 評 価 方 法  

各 断 面 は ， 軸 力 及 び 曲 げ モ ー メ ン ト を 受 け る 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造

の 長 方 形 仮 想 柱 と し て 算 定 す る 。断 面 の 評 価 は ，「 RC-N規 準 」に 基

づ き ，評 価 対 象 部 位 に 生 じ る 曲 げ モ ー メ ン ト が 許 容 限 界 を 超 え な い

こ と を 下 式 で 確 認 す る 。な お ，許 容 限 界 は 柱 の 終 局 強 度 の 精 算 式 に

よ る 。  

 

uM M  

            0.8 0.4 　 u t yM a D ND  
min( 0) N N  

0.8 0.5 1　
 

   
 

u t y
c

N
M a D ND

bDF
  (0 0.4 )  cN bDF  

2 max

max

(0.8 0.12
0.4

)　
 

    
u t y c

c

N N
M a D bD F

N bDF
  max(0.4 ) cbDF N N  

こ こ で 、  

M  ： 曲 げ モ ー メ ン ト   

uM  ： 許 容 限 界 （ 曲 げ 終 局 強 度 ）  

minN  ： 中 心 引 張 時 終 局 強 度  

maxN  ： 中 心 圧 縮 時 終 局 強 度  

N  ： 軸 力  

ta  ： 引 張 主 筋 断 面 積  

b ： 断 面 幅  

D ： 断 面 せ い  

y  ： 鉄 筋 の 引 張 に 対 す る 材 料 強 度  

cF  ： コ ン ク リ ー ト 圧 縮 強 度  
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b. 面 外 せ ん 断 力 に 対 す る 断 面 の 評 価 方 法  

断 面 の 評 価 は ，「 RC-N規 準 」に 基 づ き ，評 価 対 象 部 位 に 生 じ る 面 外

せ ん 断 力 が 許 容 限 界 を 超 え な い こ と を 下 式 で 確 認 す る 。  

 

uQQ   

 
  bjp
QdM

Fp
Q wyw

ct
u 















 0

23.0

1.085.0
12.0

18068.0
  

こ こ で  

Q ： 発 生 面 外 せ ん 断 力  

uQ  ： 許 容 限 界 （ 面 外 せ ん 断 終 局 強 度 ）  

tp  ： 引 張 鉄 筋 比 (%) 

cF  ： コ ン ク リ ー ト の 圧 縮 強 度  

QM  ： 強 度 算 定 断 面 に お け る 曲 げ モ ー メ ン ト Mと 面 外 せ

ん 断 力 Qの 比  

d  ： 有 効 せ い  

wp  ： 面 外 せ ん 断 補 強 筋 比  

wy  ： 面 外 せ ん 断 補 強 筋 の 降 伏 強 度  

0  ： 平 均 軸 方 向 応 力 度  

b ： 部 材 幅  

j  ： 応 力 中 心 間 距 離  
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3.4.2 杭 の 評 価 法  

(１ ) 応 力 計 算  

杭 応 力 は ， 各 杭 に 発 生 す る 支 持 力 ， 引 抜 力 及 び 杭 頭 せ ん 断 力 を

FEM モ デ ル の 支 点 反 力 に 基 づ き 計 算 す る 。 ま た ， 「 基 礎 指 針 」 に 基

づ き ， 杭 頭 曲 げ モ ー メ ン ト Ｍ 0 を 下 式 に よ り 評 価 す る 。 杭 の 評 価 に

あ た っ て は ， 第 ３ -９ 表 に 示 す 物 性 値 を 考 慮 す る 。  

 

      
0 2

H

M

 

            

1

4

4

   
 

hk B

EI
  

03.16 h hk k  

3

4
0 0


   hk E B   

こ こ で 、  

H  ： 杭 頭 せ ん 断 力（ kN） 。 FEMモ デ ル の 支 点 反 力 に 基 づ

く 。  

  ： 杭 の 特 性 係 数 （ m- 1）  

hk  ： 水 平 地 盤 反 力 係 数 （ kN/m 3）  

B ： 杭 径 （ m）  

E  ： 杭 の コ ン ク リ ー ト の ヤ ン グ 係 数 （ kN/m 2）  

I  ： 杭 の 断 面 2次 モ ー メ ン ト （ m4）  
𝑘  ： 基 準 水 平 地 盤 反 力 係 数 （ kN/m 3）  

  ： 評 価 法 に よ っ て 決 ま る 定 数 （ m- 1） 。 α =80と す る 。 

 ：群 杭 の 影 響 を 考 慮 し た 係 数 。最 小 の 杭 間 距 離 か ら 算

定 す る 。  

0E  ： 変 形 係 数 （ kN/m 2） 。 改 良 地 盤 の 一 軸 試 験 の 結 果 か

ら 算 定 す る 。   

B  ： 無 次 元 化 杭 径 （ 杭 径 を cmで 表 し た 無 次 元 数 値 ）   

 

第 ３ -９ 表  杭 の 物 性 値  

諸 元  P1、 P1A P2 

設 計 基 準 強 度 (N/mm2) 27 27 

比 重 (N/mm3) 23 23 

ヤ ン グ 係 数 (N/mm2) 23600 23600 

杭 径 (mm) 1000 1500 
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(２ ) 杭 断 面 の 評 価 方 法  

 a. 軸 力 及 び 曲 げ モ ー メ ン ト に 対 す る 断 面 の 評 価 方 法  

軸 力 及 び 曲 げ モ ー メ ン ト に 対 す る 評 価 は ， 「 基 礎 指 針 」 に 基 づ

き 、 杭 に 生 じ る 軸 力 及 び 曲 げ モ ー メ ン ト が 第 ３ -３ 図 に 示 す 許 容 限

界 （ Ｎ u-Ｍ u 関 係 ） を 超 え な い こ と を 確 認 す る 。  

 

 

 

第 ３ -３ 図  許 容 限 界 （ Ｎ u-Ｍ u 関 係 ）  
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 (３ ) せ ん 断 力 に 対 す る 評 価  

せ ん 断 力 に 対 す る 評 価 は ， 「 基 礎 指 針 」 に 基 づ き ， 杭 に 生 じ る

せ ん 断 力 が 下 式 に よ る 許 容 限 界 を 超 え な い こ と を 確 認 す る 。  

      uQQ   

      
 

  0

0.092 17.7
0.846 0.1

0.12

       

u p c
u w wy

k k F
Q p bj

M QD
   

      𝑘 0.82 ∙ 𝑝 .  、 𝑘 0.72 

 

こ こ で ，  

Q ： せ ん 断 力  

uQ  ： 許 容 限 界 （ 面 外 せ ん 断 終 局 強 度 ）  

uk 、

pk  
： 補 正 係 数  

tp  ： 引 張 鉄 筋 比 (%) 

cF  ： コ ン ク リ ー ト の 圧 縮 強 度  

QM  ： 強 度 算 定 断 面 に お け る モ ー メ ン ト Ｍ と せ ん 断 力 Ｑ

の 比  

D ： 杭 径  

wp  ： せ ん 断 補 強 筋 比  

wy  ： せ ん 断 補 強 筋 の 降 伏 強 度  

0  ： 平 均 軸 方 向 応 力 度  

b  ： 等 価 正 方 形 断 面 の 幅  
j  ： 等 価 正 方 形 断 面 の 応 力 中 心 間 距 離  
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 (４ ) 支 持 力 及 び 引 抜 力 に 対 す る 評 価  

支 持 力 及 び 引 抜 力 に 対 す る 評 価 は ， 「 基 礎 指 針 」 に 基 づ き ， 杭

に 生 じ る 最 大 軸 力 及 び 最 小 軸 力 が 許 容 限 界 を 超 え な い こ と を 確 認

す る 。  

 

a. 支 持 力 に 対 す る 評 価  

      max  uN R  

       u p fR R R  

       p p pR q A  

      100pq N  

       f fs fcR R R  

        fs s sR L   

      3.3 s N  

        fc c cR L   

      c uc  

こ こ で ，  

maxN  ： 最 大 軸 力  

uR  ： 許 容 限 界 （ 極 限 鉛 直 支 持 力 ）  

pR  ： 極 限 先 端 支 持 力  

fR  ： 極 限 周 面 摩 擦 力  

pq  ： 極 限 先 端 支 持 力 度  

pA  ： 杭 先 端 の 閉 塞 断 面 積  

N  ： 杭 先 端 の 平 均 Ｎ 値  

fsR  ： 砂 質 土 部 分 の 極 限 周 面 摩 擦 力  

fcR  ： 粘 性 土 部 分 の 極 限 周 面 摩 擦 力  

s  ： 砂 質 土 の 極 限 周 面 摩 擦 力 度  

N  ： 杭 周 面 の Ｎ 値  

sL  ： 砂 質 土 部 分 の 長 さ  

c  ： 粘 性 土 の 極 限 周 面 摩 擦 力 度  

uc  ： 土 の 非 排 水 せ ん 断 強 さ  

cL  ： 粘 性 土 部 分 の 長 さ  

  ： 杭 の 周 長   
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b. 引 抜 力 に 対 す る 評 価  

      min  TRN R  

      (1/1.2)( )   TR sti si cti ciR L L W    

こ こ で ，  

minN  ： 最 小 軸 力  

TRR  ： 許 容 限 界 （ 残 留 引 抜 抵 抗 力 ）  

sti  ：砂 質 土 の i層 に お け る 杭 引 抜 時 の 最 大 周 面 摩 擦 力 度

で 、  

 押 込 み 時 の 極 限 周 面 摩 擦 力 度 の 2/3と す る 。  

cti  ：粘 性 土 の i層 に お け る 杭 引 抜 時 の 最 大 周 面 摩 擦 力 度

で 、  

 押 込 み 時 の 極 限 周 面 摩 擦 力 度 と 同 一 と す る 。  

siL  ： 砂 質 土 の i層 に お け る 杭 の 長 さ  

ciL  ： 粘 性 土 の i層 に お け る 杭 の 長 さ  

  ： 杭 の 周 長   

W  ： 杭 の 自 重 で 、 浮 力 を 考 慮 す る 。  
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4. 評 価 結 果  

4.1  基 礎 の 評 価 結 果  

Ss地 震 時 の 最 大 検 定 値 発 生 位 置 を 第 ４ -１ 図 に ，基 礎 応 力 と 許 容 限

界 値 を 比 較 し た 評 価 結 果 を 第 ４ -１ 表 に 示 す 。  

評 価 結 果 に 示 す と お り ， Ss 地 震 時 に は 許 容 限 界 値 を 超 え ず ， 支

持 機 能 が 維 持 さ れ る こ と を 確 認 し た 。  

 

内 の 数 値 は 要 素 番 号  

第 ４ -１ 図  最 大 検 定 値 発 生 位 置 （ 基 礎 応 力 ）  

  

1076  

1 111  

1 034  

1 46  
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第 ４ -１ 表 基 礎 の 評 価 結 果 （ 最 大 検 定 値 ）

(a) 軸 力 及 び 曲 げ モ ー メ ン ト に 対 す る 評 価

方 向

解 析 結 果 許 容 限 界

値

(kN･m/m) 

検 定 比
判

定要 素 番 号
発 生 曲 げ モ ー メ ン ト

（ kN･m/m）

NS 1034 1265 4909 0.258 OK 

EW 146 317 1692 0.188 OK 

(b) 面 外 せ ん 断 力 に 対 す る 評 価

方 向

解 析 結 果 許 容 限 界

値

(kN/m) 

検 定 比
判

定要 素 番 号
発 生 面 外 せ ん 断 力

(kN/m) 

NS 1076 995 3143 0.317 OK 

EW 1111 886 3141 0.282 OK 
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4.2  杭 の 評 価 結 果  

Ss地 震 時 の 最 大 検 定 値 発 生 位 置 を 第 ４ -２ 図 に ，杭 応 力 と 許 容 限 界

値 を 比 較 し た 評 価 結 果 を 第 ４ -２ 表 及 び 第 ４ -３ 図 に 示 す 。  

評 価 結 果 に 示 す と お り ， Ss 地 震 時 に は 許 容 限 界 値 を 超 え ず ， 支

持 機 能 が 維 持 さ れ る こ と を 確 認 し た 。  

 

内 の 数 値 は 節 点 番 号  

第 ４ -２ 図  最 大 検 定 値 発 生 位 置 （ 杭 応 力 ）  

 

第 ４ -２ 表  基 礎 の 評 価 結 果 （ 最 大 検 定 値 ）  

(a) 軸 力 及 び 曲 げ モ ー メ ン ト に 対 す る 評 価  

杭 種  

解 析 結 果  許 容 限 界

値  

(kN･m/m) 

検 定 比  
判

定  要 素 番 号  
発 生 曲 げ モ ー メ ン ト  

（ kN･m/m）  

P1,P1A 189 189 712 0.265 OK 

P2 1207 707 3306 0.214 OK 

 

(b) せ ん 断 力 に 対 す る 評 価  

杭 種  

解 析 結 果  許 容 限 界

値  

(kN/m) 

検 定 比  
判

定  要 素 番 号  
発 生 せ ん 断 力  

(kN/m) 

P1,P1A 189 293 2024 0.145 OK 

P2 1207 941 5065 0.186 OK 

189  

1 207  
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（ P1,P1A）  

 

（ P2）  

第 ４ -３ 図  杭 体 の 軸 力 及 び 曲 げ モ ー メ ン ト に 対 す る 評 価 結 果  
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4.3  支 持 力 等 の 評 価 結 果  

Ss 地 震 時 の 最 大 検 定 値 発 生 位 置 を 第 ４ -４ 図 に ， 支 持 力 及 び 引 抜

力 と 許 容 限 界 値 を 比 較 し た 評 価 結 果 を 第 ４ -３ 表 に 示 す 。  

評 価 結 果 に 示 す と お り ， Ss 地 震 時 に は 許 容 限 界 値 を 超 え ず ， 支

持 機 能 が 維 持 さ れ る こ と を 確 認 し た 。  

 

内 の 数 値 は 節 点 番 号  

第 ４ -４ 図  最 大 検 定 値 発 生 位 置 （ 支 持 力 及 び 引 抜 力 ）  

 

第 ４ -３ 表  支 持 力 及 び 引 抜 力 の 評 価 結 果 （ 最 大 検 定 値 ）  

項 目  

解 析 結 果  
許 容 値  

(kN) 
検 定 比  

判

定  杭 種  節 点 番 号  
軸 力  

(kN) 

支 持 力  
P1,P1A 767 2017 9409 0.215 OK 

P2 1207 4313 17058 0.253 OK 

引 抜 力  
P1,P1A 189 -1156 4609 0.251 OK 

P2 1207 -1143 7052 0.163 OK 

＊  軸 力 は 正 が 圧 縮 ， 負 が 引 張 と す る 。  

  

189  

1 207  

767  
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5. そ の 他 の 評 価  

杭 の 構 造 評 価 は ， 杭 の 周 辺 地 盤 の 健 全 性 を 確 保 し て い る 前 提 で 実 施

す る た め ， 周 辺 地 盤 の 健 全 性 評 価 を 液 状 化 対 象 層 に よ る 影 響 を 考 慮 し

て 実 施 す る 。 杭 先 端 は 支 持 地 盤 で あ る 鷹 架 層 で あ り ， 周 面 は 地 盤 改 良

体 で あ る 。  

 

5.1 液 状 化 対 象 層 を 無 い も の と 仮 定 し た 評 価  

(１ ) 目 的  

地 盤 改 良 範 囲 は ，杭 基 礎 の 基 礎 外 縁 を 包 絡 す る 範 囲 に つ い て 実 施

す る 。 地 盤 改 良 体 範 囲 は ， 地 盤 改 良 体 の 縁 と 杭 の 最 短 距 離 が 2.0m

と な る 。地 盤 改 良 体 の 外 側 の 液 状 化 対 象 層 が 無 い も の と 仮 定 し ，杭

か ら 地 盤 改 良 体 に 作 用 す る 設 計 用 水 平 力 が 地 盤 改 良 体 の 健 全 性 に

影 響 を 与 え な い こ と を 確 認 し ，地 盤 改 良 範 囲（ 幅 ）の 設 定 が 妥 当 で

あ る こ と を 確 認 す る 。  

 

(２ ) 検 討 内 容  

上 部 構 造 物 か ら 杭 に 係 る 設 計 用 水 平 力 と 基 礎 指 針 に 基 づ く 地 盤

改 良 体 の 塑 性 水 平 地 盤 反 力 を 比 較 し ，設 計 用 水 平 力 が 塑 性 水 平 地 盤

反 力 に 収 ま る こ と を 評 価 す る 。  

ａ . 杭 の 諸 元 及 び 設 計 用 水 平 力  

杭 径 ： B＝ 1.0m 

地 盤 改 良 体 の 縁 ま で の 最 短 距 離 ： R＝ 2.0m 

設 計 用 水 平 力 ： F＝ 293kN 

 

ｂ . 地 盤 改 良 体 の 塑 性 水 平 地 盤 反 力  

地 盤 改 良 体 の せ ん 断 強 度 （ 粘 着 強 度 ） Cu 

qu＝ 3.1[N/mm 2] （ 改 良 地 盤 調 査 結 果 の 最 小 値 ）  

Cu＝ 0.5×qu＝ 1.55[N/mm 2]＝ 1550[kN/m 2] 

塑 性 水 平 地 盤 反 力 Py 

Py 上 部 ＝ 2CuB ＝  2×1550×1.0＝ 3100[kN/m] 

Py 下 部 ＝ λ CuB ＝  6×1550×1.0＝ 9300[kN/m] （ λ ＝ 3×R/B＝ 3

×2.0/1.0＝ 6）  

 

深 さ 方 向 に 対 し て Py に 増 分 は な く ，2.5B ま で の 深 さ ま で 一 定 値 で

杭 に 作 用 す る 水 平 力 を 負 担 す る と 仮 定 す る と ，  

Fy＝ Py・ 2.5B＝ 3100×2.5×1.0＝ 7750[kN] 
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(３ )検 討 結 果  

上 記 を 基 に 評 価 し た 結 果 ，設 計 用 水 平 力 F が 地 盤

改 良 範 囲 を 考 慮 し た 塑 性 水 平 地 盤 反 力 Fy 内 に 収 ま

る こ と に よ り ，地 盤 改 良 範 囲（ 幅 ）の 設 定 が 妥 当 で

あ る こ と を 確 認 し た 。  

 

F/Fy＝ 293/7750＝ 0.04  OK 

  

2CuB 塑 性 水 平 地 盤 反 力

λ CuB＝ 6CuB 

2.5B 

深
さ
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5.2 液 状 化 対 象 層 を 液 体 と 仮 定 し た 評 価  

(１ ) 目 的  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔 Ｂ の 飛 来 物 防 護 ネ ッ ト の 地 盤 改 良 体 の 外 側 に

は 未 改 良 の 原 地 盤 が 存 在 し ，液 状 化 の 懸 念 が あ る こ と か ら ，こ の 液 状

化 対 象 層 が 液 状 化 し た 場 合 に お い て も ，地 盤 改 良 体 の 健 全 性 が 確 保 さ

れ る こ と を 確 認 す る 。  

 

(２ ) 検 討 内 容  

液 状 化 対 象 層 が 液 状 化 し た 場 合 に 地 盤 改 良 体 に 作 用 す る 側 方 の 土

水 圧 を 設 定 し ，地 盤 改 良 体 の せ ん 断 に 対 す る 健 全 性（ 地 盤 改 良 体 内 部

の 杭 の 健 全 性 ） が 確 保 さ れ る こ と を 確 認 す る 。  

 

a. 液 状 化 対 象 層 に よ る 土 水 圧  Fa 

地 盤 改 良 体 の 液 状 化 対 象 層 か ら の 土 水 圧 は ，地 盤 改 良 体 の 幅 (長 手

方 向 ) Ba = 57.9m、 岩 盤 か ら 地 表 面 ま で の 高 さ  Ha = 18.5m の 領 域

を 考 慮 す る 。  

液 状 化 対 象 層 が す べ て 液 体 と な っ た と 仮 定 し ， 埋 戻 土 の 比 重 を 用

い て ウ ェ ス タ ガ ー ド の 補 正 式 に よ り 動 水 圧 を 算 定 す る 。動 水 圧 は 、岩

表 面 か ら 地 表 面 ま で ， 一 律 最 大 値 が 作 用 す る 仮 定 と し て 土 水 圧 を 算

定 す る 。  

ウ ェ ス タ ガ ー ド の 補 正 式 に よ る 動 水 圧  

P = β ･7/8･γ b･kh･√ (Ha･z) 

= 1.00 × 7/8 × 18.3 × 0.6 × √ (18.5 × 18.5)=178 →  

180kN/m 2 

Fa = 180×Ba×Ha = 180×57.9×18.5 = 193000 kN 

       こ こ で ， 各 値 は 、  

P ：  動水圧        

γ  ：  埋戻土の単位体積重量（ 18.3kN/m 3）  

Ha ：  埋戻土の高さ（ 18.5m）  

Za ：  該当部の深さ  (Ha と同じとする ) 

Ba' ：  動水圧分布を想定する幅 (∞ ) 

β  ：  幅と水深による係数（ B'/H=∞の場合）  

Kh ：  水平震度 (0.6 G) 
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b. 地 震 時 慣 性 力  Fb 

地 盤 改 良 体 ･冷 却 塔 用 MMR を 合 算 し た 慣 性 力 と す る 。地 盤 改 良 体 の

平 均 単 位 体 積 重 量 は 16.7 kN/m 3 で あ る が ， 慣 性 力 算 定 用 の 単 位 体 積

重 量 (γ a)は 、保 守 的 に MMR の 数 値 24 kN/m 3 を 採 用 す る 。ま た ，SHAKE

に よ る 地 盤 の 応 答 解 析 結 果 を 基 に 地 震 時 の 加 速 度 (kh)を 0.6G と す る 。

こ れ よ り ， 地 震 時 慣 性 力  Fb は ， 以 下 の と お り と な る 。  

Fb = k h×Wb = 0.6×1.01×106 = 606000 kN 

こ こ で ， 総 重 量 Wb は ，  

Wb = γ a×Bb×Db×Hb 

= 24×57.9×46.0×15.8 = 1.01×10 6 kN 

c. 上 部 建 築 物 に よ る 水 平 荷 重  Fc 

上 部 構 造 物 の 地 震 応 答 解 析 結 果 か ら 、 基 礎 を 含 む 上 部 構 造 物 が 、

地 盤 改 良 体 に 及 ぼ す 水 平 荷 重  Fc （ 風 荷 重 込 み ） は 以 下 の 通 り 。  

Fc = 89871 kN 

 

d. 地 盤 改 良 体 の 大 き さ と せ ん 断 強 度 （ 粘 着 強 度 ）  Cu 

評 価 対 象 と す る 地 盤 改 良 体 の 粘 着 強 度  Cu は ， 地 盤 改 良 体 の 試 験

結 果 に よ る 一 軸 圧 縮 強 度 qu よ り 計 算 す る 。  

qu = 3.1 [N/mm 2] 

Cu = 0.5×qu = 0.5×3.1 = 1.55 [N/mm 2] 

 

e. 地 盤 改 良 体 に 作 用 す る せ ん 断 応 力 度  τ  

以 下 の 荷 重 を 考 慮 す る と ， 地 盤 改 良 体 に 作 用 す る 水 平 力  F は 以

下 の と お り と な る 。  

F = Fa + Fb + Fc = 214230 + 606000 + 89871 = 910101kN 
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(３ ) 検 討 結 果  

地 盤 改 良 体 底 部 で の 単 位 面 積 当 た り の せ ん 断 応 力 度  τ  と 地 盤 改

良 体 の 粘 着 力  Cu を 比 較 す る と 、 以 下 の と お り と な る 。  

τ  / Cu = 0.336 / 1.55 = 0.22   OK 

 

以 上 よ り ，液 状 化 対 象 層 の 液 状 化 を 考 慮 し た 動 水 圧 等 を 考 慮 し た 場

合 で も ，地 盤 改 良 体 の 健 全 性 は 確 保 さ れ る 。こ の た め ，地 盤 改 良 体 内

部 の 杭 の 健 全 性 は 確 保 さ れ る も の と 判 断 で き る 。  
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1. 概要 

飛来物防護ネットにおいては，竜巻による飛来物衝突時に防護板の及び防護ネットに

作用する荷重の方が，Ss 地震時に作用する荷重よりも大きいことから，耐震評価部位の

対象外としている。 

本書は，Ss 地震時に作用する荷重と飛来物衝突時に作用する荷重の比較結果を示し，

荷重の包絡性について補足説明するものである。 

 

2. 評価対象部位 

飛来物防護ネットの天面（水平設置）及び側面（鉛直設置）に設置される防護板，防

護ネットで Ss 地震時に作用する荷重及び飛来物の衝突速度が異なることから，第２-１

表に示す４ケースを対象に比較を行った。防護板及び防護ネットのサイズが大きい方が，

重量が増加するため，Ss 地震時に作用する荷重が大きくなることから，サイズが最大の

部位を対象とする。 

 
第２-１表 評価対象部位 

 防護板 防護ネット 
天面（水平設置） ケース① ケース③ 
側面設置（鉛直設置） ケース② ケース④ 

 
 

 
  

第２-１図 評価対象部 
 

ケース② 

ケース③ 

ケース① 

ケース④ 
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3. 荷重比較結果 

荷重比較結果を第３-１表に示す。各ケースにおいて Ss 地震時に作用する荷重が，飛

来物 衝突時に作用する荷重に包絡されることを確認した。 

 
第３-１表 荷重の比較結果 

 Ss 地震時に作用する荷重 飛来物衝突時に作用する荷重 
ケース① 固定荷重＋Ss 地震荷重＋積雪荷重 

140 kN 
固定荷重＋衝突荷重＋積雪荷重 

1300 kN 
ケース② Ss 地震荷重＋風荷重 

150 kN 
衝突荷重＋風荷重 

1800 kN 
ケース③ 固定荷重＋Ss 地震荷重 

＋風荷重(注１)＋積雪荷重 
180 kN 

固定荷重＋衝突荷重 
＋風荷重(注１)＋積雪荷重 

230 kN  
ケース④ 固定荷重(注２)＋Ss 地震荷重 

＋風荷重 
150 kN 

固定荷重(注２)＋衝突荷重 
＋風荷重 
418 kN 

注１：天面の防護ネットの強度評価において，保守的に風荷重も考慮していることから，そ

れに合わせて評価する。 

注２：側面の防護ネットの強度評価において，保守的に固定荷重も考慮していることから，

それに合わせて評価する。 

 
4. 考察及びまとめ 

３．に示した荷重の比較結果より，飛来物防護ネットの防護板及び防護ネットについ

て，Ss 地震時に作用する荷重が，飛来物衝突時に作用する荷重に包絡されることを確認

した。 

   従って，防護板及び防護ネットについては，竜巻飛来物による衝突荷重に対する健全

性を確認済みであることから，飛来物防護ネットの耐震評価における評価対象部位か

ら対象外とすることで問題ない。 
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1.概要 

入力地震動の算定に用いる地盤物性値を第１-１表に示す。 

本資料では，このうち，T.M.S.L.37.0～52.3m に設定した改良地盤の仕様及び地盤物性値

の設定について説明する。 

 

第１-１表 地盤物性値 (改良地盤・岩盤) 

標  高 

[m] 

単位体積 

重  量 

 
[kN/m3] 

ポアソン 

比 

 

S 波速度 

 

VSO 

[m/s] 

P 波速度 

 

VPO 

[m/s] 

せん断 

弾性係数 G 

(x103 

[N/m2]) 

減衰 

定数 

h 

[%] 

T.M.S.L 

52.3 

37.0 

22.0 

4.0 

 

 

 
解放基盤表面 

▼-70.0 

 

      

3.0 

 16.7 0.363 910 1,960 1,410 

 18.2 0.406 760 1,910 1,075 

 18.2 0.399 800 1,950 1,192 

 17.8 0.393 820 1,950 1,225 

 17.0 0.393 820 1,950 1,164 

 

 

  

t  d
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2. 仕様 

改良地盤は，①地盤変形抑制による杭の健全性確保，②上部構造物の応答低減，③表層

地盤の液状化防護を目的として実施した。 

地盤改良工法は，高圧噴射攪拌工法（セメント改良）とし，超高圧硬化剤と圧縮空気を

地中に噴射しつつロッドを回転させ，地盤を切削・攪拌しながら引き上げることにより円

柱状の改良体を造成する。改良概要図を第２-１図に示す。 

地盤改良範囲は，周辺に配置される既設構造との干渉状況を考慮して，基礎直下を包含

した平面に対して，基礎下位置から支持岩盤までの深さを改良範囲とする。地盤改良範囲

を第２-２図に示す。 

 

第２-１図 改良概要図 
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（平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（断面図） 

第２-２図 地盤改良範囲 
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3. 物性値の設定 

3.1 調査概要 

改良地盤は，円柱状改良体 227 本で構成される。諸基準・指針に示される必要調査

箇所数を満たしバランスを配慮して決定した物性調査位置を第３-１図に示す。諸基

準・指針に示される必要調査箇所数を第３-１表に示す。 

 

調査箇所 

第３-１図調査位置 

 

第３-１表 必要調査箇所数 

適用基準 施工数量 
必要調査箇所数 

（A） 

調査箇所数 

（B） 

判定 

（A）<（B） 

建築センター指針*1 

陸上工事マニュアル*2 
227 本 3 箇所 ４箇所 〇 

＊１ 100 改良コラムに 1箇所以上かつ 1検査対象群に 1箇所以上 

＊２ 改良体 500 本未満は３本，500 本以上は 250 本増えるごとに 1本追加する。試験は 1

本の改良体について，上中下それぞれ 1回，計 3回とする。 
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3.2 結果 

(1) 湿潤密度試験（ρｔ） 

湿潤密度試験は，「JIS A 1225 土の湿潤密度試験方法」に基づきボーリングにより

供試体を採取して試験を実施した。 

試験により得られた湿潤密度ρｔの試験結果を第３-２図に示す。 

湿潤密度は，1.520～2.000 [g/cm3] であり，平均値は 1.705g/cm3（16.7[kN/m3])で

ある。 

 

 

第３-２図 湿潤密度ρｔ試験結果 
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(2) 超音波速度試験（VS，VP）

超音波速度試験は，「JGS 2110 パルス透過法による岩石の超音波速度測定」に基づ

き改良地盤のボーリング孔に対して PS 検層を実施した。 

PS 検層より得られた S波速度 VS，P 波速度 VPを第３-２表に示す。 

S 波速度 VSは，800～1170 [m/s]であり，平均値は 910 [m/s]である。 

P 波速度 VPは，1800～2330 [m/s]であり，平均値は 1960 [m/s]である。 

第３-２表 PS 検層結果 

改良体名 北-19 西-67 南-6 東-61 平均 
標準偏差 

σ 

S 波速度 

VS[m/s] 
800 1170 800 870 910 180 

P 波速度 

VP[m/s] 
1780 2330 1800 1920 1960 260 

(３) せん断弾性係数 G0，ポアソン比νｄ

せん断弾性係数 G0及びポアソン比νｄは，(1)および(2)の結果を基に①及び②の関

係式を用いて設定した。 

𝜈  ＝ 
⁄

⁄
・・・①

𝐺  ＝ 𝜌𝑉 ・・・②

せん断弾性係数 G0は，1410 [kN/m2]である。 

ポアソン比νｄは，0.363 である。 
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(４) ひずみ依存特性

ひずみ依存特性（G/G0-γ曲線，ｈ-γ曲線）は，「JGS 0542 地盤材料の変形特性を

求めるための繰返し三軸圧縮試験方法」に基づき三軸圧縮試験を行った結果を基に設

定した。具体的には，繰返し三軸圧縮試験により得られた種々のひずみγでの G及び

ｈに対して，最小二乗法を用いて①，②式の係数（a～e）を定めた。 

G/G0 = 1/(1 + a･γb) ・・・① 

h = γ/(c･γ+ｄ)+ e ・・・② 

上記の方法にて設定したひずみ依存特性の結果を第３-３図に示す。 

基準地震動 Ss により発生する最大せん断ひずみγ（γ=0.0092）での改良地盤の剛

性低下程度は 5％程度であり，鷹架層と同様にひずみ依存の影響が小さいものと判断

し，入力地震動算定においてはひずみ依存特性は考慮不要とした。 

(a) 剛性低下率

(b) 減衰定数

第３-３図 ひずみ依存特性 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.00E-04 1.00E-03 1.00E-02 1.00E-01 1.00E+00 1.00E+01

正
規
化
せ
ん
断
弾
性
係
数

Ｇ
/
Ｇ

０

せん断ひずみ γ (％)

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1.0E-04 1.0E-03 1.0E-02 1.0E-01 1.0E+00 1.0E+01

減
衰
率

ｈ
(％

)

せん断ひずみ γ (％)

 09.1
0 92.711 GG

75




